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Ⅰ．背景と目的

わが国において，小児難病や慢性疾患の子どもの育
ちを支える環境は十分とは言い難い。小児難病患児の
育ちを支えるために医療的ケアが必要とされる一方
で，保育所において医療的ケアの対応は進んでいない
という指摘がある1）。さらに近年では，そうした子ど
もの保育所への入所を求める訴訟が起こるという事態
も生じており1），小児難病のような困難を抱えた子ど
もに適切な支援を提供できる地域の体制を整備するこ
とが求められている。さらに，2016年４月﹁障害者差
別解消法﹂施行により，保育所・教育機関でも合理的
配慮の提供が求められている。

また，患児の親は子どもの将来の不安を持ちながら
も，友だちづくりや社会性を身に付けさせたいと幼稚
園への入園を希望している2）。就学以前に慢性疾患を
もつ子どもが保育所等で集団生活を支障なく送るため
には保育所側の疾患の理解や個別的な対応と配慮，ま
た保護者との連携がより重要になることが指摘されて

いる3）。そうした中，一般の保育所でも，慢性疾患を
もつ子どもが集団生活を送っている姿が比較的多くみ
られるようになっているという指摘4）もある。

これまで，医療的ケアを必要とする子どもの就学問
題について受け入れ態勢づくりの必要性などが指摘さ
れているが5～7），保育園や幼稚園といった就学前の問
題に焦点を当てた研究はほとんどみられない8）。さら
に，保育所で保育を受けている小児難病患児の実態，
あるいは保育を希望したにもかかわらず，受け入れを
断られた事例の実態については不明である。

そこで本研究は，保育所における小児難病患児の受
け入れと，受け入れ後の実態を把握するために，新潟
県内の２ヶ所の自治体で調査を行った。さらに小児難
病患児の保育所受け入れにおける問題点を検討し，今
後，患児が保育所で適切に保育を受けられるために必
要な体制を明らかにすることを目的とした。

なお，一般的な小児難病の定義は曖昧であり，小児
における原因不明で治療法が確立されていない難治性
の疾患を小児難病と総称することが多い。厚生労働省
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では難病（特定疾患）を二つの疾患に大別している。
一つは，原因不明で，治療方法が確立されておらず，
後遺症を残すおそれのある疾患であり，もう一つが，
経過が慢性にわたり，単に経済的な問題のみならず，
介護に人手を要するため家庭の負担が重く，また精神
的にも負担の大きい疾患である。これらの疾患の中に
は小児にしばしばみられるものも含まれ，それらを小
児慢性特定疾病としている。小児慢性特定疾病の中に
脳性麻痺は含まれていないが，脳性麻痺の子どもの数
は多く，公的支援の要望も多い。そこで本研究におい
て，小児慢性特定疾病に脳性麻痺を加えたものを小児
慢性疾患と定義し，そうした疾患をもつ子どもを小児
慢性疾患患児とした。

Ⅱ．対象と方法

１．調査対象

新潟県 A 市内の全保育所61 ヶ所（公立44，私立17）
と新潟県 B 市内の全公立保育所44 ヶ所の計105の保育
所で，各施設の小児難病の受け入れについて最も詳し
い保育士または園長を対象として質問紙調査を行っ
た。なお，本調査では認定こども園は含んでいない。

２．調査方法

調査は郵送法により実施した。調査手続きとして，
公立保育所（A 市，B 市）に関しては各自治体に質問
紙調査実施に関する確認を行い，承認を得た後，自治
体を通じて全公立保育所へ配布した。A 市の私立保育
所に関しては電話で承認を得た施設に直接配布した。
なお，小児慢性疾患（小児慢性特定疾病）の種別につ
いて十分に理解されていない可能性があるため，質問
調査票に別紙として小児慢性特定疾病のリストを添付
した。調査時期は，平成27年５月であった。

３．調査内容

調査内容は，在籍園児数，看護師の在籍有無，保健
師の在籍有無などの﹁保育所の基本的情報﹂，﹁小児慢
性疾患患児の受け入れ依頼の有無﹂（単一選択）をま
ず尋ね，そこから，受け入れの有無により質問項目を
分岐させた。

小児慢性疾患患児の受け入れを行ったことがある保
育所については，﹁依頼があった際の施設側の取得情
報﹂（複数選択），﹁受け入れた小児慢性疾患患児の情
報（診断名，投薬・発作の有無）と受け入れ時の施設

の対応﹂（複数選択），﹁受け入れ時に困難だったこと﹂
（複数選択），また，自由記述項目として，﹁患児と他
児の関わり﹂，﹁保育士自身﹂，﹁その他﹂それぞれにつ
いて﹁良かったこと﹂，﹁困難であったこと﹂を尋ねた。
受け入れた小児慢性疾患患児の項目については回答者
の負担を考慮し，直近の最大５名を記載するよう求め
た。

また，受け入れ依頼があったが受け入れを行わな
かった施設については，﹁受け入れることができなかっ
た理由﹂（複数選択）を尋ねた。

受け入れ依頼がなかった施設については﹁依頼が
あった場合の受け入れ可能かどうかの判断基準﹂（複
数選択）を尋ねた。

４．分析方法

各項目に関して単純集計により整理を行った。自由
記述項目については，主語や内容に着目し，内容分析
により類似したものを整理した。受け入れ別の在籍児
数は対応なし t 検定により平均値の比較を行い，看護
師在籍有無，公立私立の別についてはχ2検定を行った。

５．倫理的配慮

本調査への協力は任意とした。質問紙の表紙に，収
集したデータは研究のために用いられ，研究目的以外
の使用は一切なく，結果は統計的に処理され，施設や
個人名が特定されない形で公表することを明記した。
そのうえで，調査票の返送をもって同意を得たと判断
した。調査実施に関して上越教育大学倫理審査委員会
の確認のうえ，調査を実施した。

６．表記について

以下，﹁小児慢性疾患患児を受け入れたことがある
保育所﹂を﹁受け入れグループ﹂，﹁小児慢性疾患患児
の受け入れ依頼はあったが受け入れをしていない保育
所﹂を﹁非受け入れグループ﹂，﹁小児慢性疾患患児の
受け入れ依頼がこれまでなかった保育所﹂を﹁依頼な
しグループ﹂と表記することとした。

Ⅲ．結　　　果

１．回収率と小児慢性疾患患児の受け入れの実態

回収率は全体で81.9％（86/105件）で，公立保育所
では A 市と B 市を合わせて69件，私立保育所では17
件の返送があった。
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回答のあった保育所の中で，小児慢性疾患患児を
受け入れたことがある施設（受け入れグループ）は
29.0％（25/86），受け入れの依頼があったが受け入
れをしなかった施設（非受け入れグループ）は1.2％

（１/86），受け入れ依頼を受けたことがない施設（依
頼なしグループ）は69.7％（60/86）であった。ま
た，受け入れグループは，公立保育所のうち31.9％

（22/69），私立保育所のうち17.6％（３/17）であった。
依頼なしグループは公立保育所のうち68.1％（47/69），
私立保育所のうち76.4％（13/17）であった。さらに，
自治体別では，受け入れグループは B 市公立保育
所のうち23.6％（９/38）であり，A 市公立保育所は
41.9％（13/31）であった。依頼なしグループは B 市公
立保育所のうち76.3％（29/38），A 市公立保育所のう
ち58.0％（18/31）であった。

２．回答保育所の情報

本調査に回答した保育所における在籍児数の平均は
77.9人（SD＝44.5），最小値は11人，最大値が230人で
あった。

グループ別の在籍児数を表１にまとめた。なお，非
受け入れグループについては該当が１件であったため
表中には記載していない。在籍児数の平均について受
け入れグループと依頼なしグループで t 検定を行った
結果，５％の有意水準で有意差が認められた（t（83）
＝2.24，p＝0.03）。看護師の在籍有無について，受け
入れグループの保育所では20.0％（５/25），依頼なし
グループの保育所では8.3％（５/60）で看護師が在籍
していた（表１）。保健師はいずれの施設でも在籍し
ていなかった。A 市における公立保育所と私立保育所
を比較すると，受け入れグループにおいて公立保育所
の割合が高かったが，統計的有意差は確認されなかっ
た�（χ2（1）＝2.53，p＝0.11）。

３．受け入れグループにおける患児と対応の実態

受け入れグループの回答から44名の患児の結果が得
られた。受け入れた小児慢性疾患の病名として多かっ
たのは，﹁てんかん﹂（16名），﹁脳性麻痺﹂（６名），﹁ネ
フローゼ症候群﹂（４名）であった。そのほかに記載
のあった診断名は，﹁心室中隔欠損症（２名）﹂，﹁脊髄
髄膜瘤（２名）﹂，﹁染色体異常（２名）﹂，﹁二分脊椎症

（２名）﹂，﹁脳形成障害（２名）﹂，﹁WEST 症候群﹂，﹁ク
ローン病﹂，﹁三尖弁閉鎖症﹂，﹁肺動脈狭窄症﹂，﹁小児

麻痺﹂，﹁肢体不自由﹂，﹁尿路結石﹂，﹁尿崩症﹂，﹁Ⅰ型
小児糖尿病﹂，﹁脳質周囲白質軟化症﹂，﹁白血病﹂，﹁視
神経低形成﹂，﹁心臓肥大﹂，﹁先天奇形﹂，﹁脳梁欠損﹂，﹁汎
下垂体機能低下症﹂，﹁両側基底核壊死﹂，﹁胃食道逆流﹂
であった。複数の疾患を合併している場合は個別の診
断名ごとにカウントした。なお，﹁小児慢性特定疾病﹂
もしくは﹁脳性麻痺﹂以外の病名も記載されていたが，
保育所における小児慢性疾患の理解を含めた実態を把
握することを優先し，これらの病名についても分析に
含めた。

受け入れた小児慢性疾患患児について，定期薬があ
る者は45.2％（19/42,�未記入２名），てんかん発作があ
る者が34.9％（15/43,�未記入１名）であった。

表１　グループ別在籍児・職員数
受け入れグループ

（n=25）
依頼なしグループ

（n=60）
統計量

在籍園児数平均
（SD）

94.1
（47.1）

70.8
（42.2）

t（83）=2.24
p<.05

看護師在籍施設数
（%）

5
（20.0）

5
（8.3）

χ2（1）=2.31
n.s.

保健師在籍施設数
（%）

0
（0）

0
（0）

Ａ市公立保育所割合
（公立 / 公立 + 私立）

81.3%
（13/16）

58.1%
（18/31）

χ2（1）=2.53
n.s.

表２　小児慢性疾患患児の受け入れ保育所グループに
おける状況

（n=43）
度数 割合

受け入れるにあたって保育所で対応したこと（複数選択）
保育士の加配をした 26 60.5%
当該児担当の保育士を付けた 21 48.8%
設備を変えた 13 30.2%
看護師の加配をした 8 18.6%
保育所で行う医療行為の有無 5 11.6%
保育所の規則の変更をした 4 9.3%
保健師の加配をした 0 0.0%

受け入れるにあたって困難だったこと（複数選択）
病状やその対応への理解 26 60.5%
緊急時の対応 16 37.2%
看護師の加配 13 30.2%
病院が遠い 13 30.2%
施設の設備の見直し 6 14.0%
保健師の加配 4 9.3%
規則・方針の見直し変更改良 2 4.7%
保育士の加配 1 2.3%
施設側の経済的不安 1 2.3%
保護者側の費用の負担 0 0.0%
その他 17 41.9%
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表３　小児慢性疾患患児を受け入れたことで良かったこと
主語 内容 回答数
私（保育士）が 病気やその子自身のことを知ろうとする姿勢になった 4

患児の成長をみられた 4
保護者の思いを理解することができた 3
今まで知らなかったことを学ぶことができた 3
保育士としての視野が広がった 3
患児に合った接し方を身に付けることができた 2
子どもの権利を再確認できた 2
リハビリに同行しその様子を見学できた 1
患児の特別な力を感じた 1
母子の絆を感じ感動した 1
この子に出会い，この子との時間を共有できた 1

他の子どもが やさしくなり患児を思いやっていた 12
患児を当たり前に受け入れていた 8
患児の特性を理解していた 3
患児の成長を一緒に喜んでいた 2
自分たちの仲間として患児に関わっていた 1

患児が 子ども同士でいきいきと活動している 2
スムーズに生活を送り，友だち関係も意欲的であった 1
重篤なことなく保育所生活を過ごせた 1

（その他） 看護師がいることで他の子どもへの対応もできた 2
家庭との連携がうまくいった 2
職員間の連携がうまくいった 2
医療機関・療育センターと定期的にケース会議がもてた 1

表４　小児慢性疾患患児を受け入れたことで困難であったこと
主語 内容 回答数
私（保育士）が 患児を園外や行事への参加の仕方をどうするか 6

患児にいつ発作が起きるか不安や緊張感を抱えていた 5
集団保育をどのように行っていくか 5
感染症への対応 4
常に患児の体調の変化を注意してなければならない 3
発作など緊急時の対応 3
他の子どもに患児についてどう説明すればよいか 2
患児の健康・安全面に留意が必要なこと 2
専門的な対応をしなければならないこと 2
支援や配慮をされていることへのやきもちをどう処理するか 1
全介助しなければならない 1
患児との意思疎通ができない 1
病気への知識がなく対応に困る 1
支援計画の立案 1
個別対応になってしまうこと 1

他の子どもが 関わり方や力の加減など，思わぬケガや事故につながってしまう 1
患児が 他の子どもと関わる機会が少ない 3

クラスを待たせることがあったこと 1
（その他） 保護者からの要望が困難であり，また要望が多い 4

保護者支援 2
職員間の共通理解や意思疎通 2
通常の仕事以外で外部機関からの訪問が多くなった 1
各関係機関との連携 1
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小児慢性疾患患児の情報として記載に不備がみられ
た﹁ネフローゼ症候群﹂１名分の情報を除き，受け入
れ時の保育所の対応と，受け入れ時に困難であったこ
とを集計した（表２）。

小児慢性疾患患児を受け入れた際に，最も多かった
対応は﹁保育士の加配﹂（60.5％）で，次に多かった
のが﹁当該児担当の保育士を付けた﹂（48.8％）であっ
た（表２）。看護師の加配は18.6％の保育所で行われて
いた。保健師の加配はみられなかった。

小児慢性疾患患児の受け入れにあたって施設側が困
難であったこととして，最も多かったのは﹁病状やそ
の対応への理解﹂（60.5％）であった（表２）。次に多
かったのは﹁緊急時の対応﹂（37.2％）であった。保
育士の加配を困難と感じた保育所は2.3％であったの
に対し，看護師の加配への困難は30.2％であった。﹁病
院が遠い﹂や﹁施設設備の見直し﹂も比較的高い割合
がみられた。﹁保健師の加配﹂を困難だったとする回
答も少ないながらもみられた。

次に，自由記述の内容についての分析結果として
小児慢性疾患患児を受け入れて良かったこと（表３），
患児を受け入れて困難であったこと（表４）の二つに
まとめた。

患児を受け入れたことで良かったこと（表３）とし
て，保育士自身の成長だけでなく他の子どもたちにポ
ジティブな影響が多々みられたことが示されていた。
また，患児の受け入れによって，家庭との連携，職員
間の連携，医療機関等との連携が進んだという波及効
果が示された。

患児を受け入れたことで困難であったこと（表４）
としては，患児の疾患への対応が多くを占めていた。
また，保育活動への参加をどのように進めるかといっ
たものに加え，患児への関わり方そのものに困難を感
じるといった回答が多かった。また，患児の保護者へ
の対応や支援に困難を感じたという回答もみられた。

４．非受け入れグループの実態

非受け入れグループの保育所は１ヶ所であった。依
頼のあった小児慢性疾患患児の病名は﹁ファロー四徴
症﹂であった。受け入れることができなかった理由は
未回答であった。今後，患児の受け入れ依頼があった
場合に受け入れが可能かどうかの判断基準として，﹁集
団保育は可能な病状であるか﹂，﹁保育士の加配は可能
であるか﹂の２項目の回答が得られた。

５．依頼なしグループにおける受け入れの判断基準

依頼なしグループで今後，受け入れ依頼があった場
合に，受け入れ可能かどうかの判断基準を表５にまと
めた。最も多かった項目は﹁緊急時の対応ができるか﹂

（88.3％）であった。次に多かった項目は﹁集団保育
が可能か﹂（71.7％），次いで﹁保育士の加配は可能か﹂

（68.3％），﹁設備は整っているか﹂（66.7％），﹁看護師
の加配は可能か﹂（65.0％）であった。また﹁保護者
側の経済的不安﹂を挙げた保育所はみられなかった。

﹁その他﹂の記述内容は﹁公立保育所なので市全体の
受け入れ体制が必要﹂であった。

Ⅳ．考　　　察

１．小児慢性疾患患児の受け入れの実態

本研究では，29.0％の保育所が小児慢性疾患患児の
受け入れを行っている実態が明らかになった。非受け
入れは１ヶ所のみであったことから，当該研究対象地
域では，患児の受け入れ依頼があった場合，可能な限
り積極的に受け入れを行っていることが示唆された。
ただし，非受け入れについては，回答者がネガティブ
な対応と受けとられかねないことを懸念し，開示をた
めらう可能性があるため，回答されにくいという点に
ついて留意すべきだろう。

A 市の公立保育所では約42％の保育所で患児を受
け入れたことがあり，本調査地域では，公立保育所の

表５　依頼がなかった保育所で小児慢性疾患患児を受
け入れ可能かどうかの判断基準

（n=60）
度数 割合（%）

緊急時の対応ができるか 53 88.3%
集団保育が可能かどうか 43 71.7%
保育士の加配は可能か 41 68.3%
設備が整っているか 40 66.7%
看護師の加配は可能か 39 65.0%
保育士の人数は十分か 23 38.3%
保護者が保育所で付き添いができるか 11 18.3%
病院が近くにあるか 8 13.3%
小児慢性疾患に詳しい保育士がいるか 6 10.0%
保健師の加配は可能か 4 6.7%
施設側の経済的不安 3 5.0%
施設内の規則や方針の変更・改良が可能か 2 3.3%
他の保護者からの許可が得られるか 2 3.3%
保護者側の経済的不安 0 0.0%
特になし 0 0.0%
その他 1 1.7%
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約半数近くが患児の受け入れをしていた。通常，保育
所への入所を依頼する場合，保護者からの希望を自治
体が一括してとりまとめ，入所の可否を判断する。本
研究結果を踏まえると，患児の受け入れにおいては，
自治体ならびに施設側が可能な限り患児を受け入れる
よう対応していることが推察される。その対応の一環
として，保育士の加配や患児への担当保育士の配置が
実施されていると理解できる。インフォーマルな聞き
取りであるが，当該自治体の職員から，﹁患児の受け
入れ依頼があった際には，積極的に受け入れを行うよ
う保育所に勧めている﹂という発言があり，この発言
からもそうした自治体の姿勢がうかがえる。

また，受け入れ依頼の有無において，保育所の基本
情報による違いを比較検討したところ，受け入れ依頼
のあった保育所の方が依頼のなかった保育所よりも在
籍児数は多い傾向が有意にみられ，看護師の在籍によ
る違いはみられなかった。この結果から，保育所の規
模が受け入れ状況に関係していることが示唆された。

一方で，本調査より，受け入れ依頼を受けたことの
ない保育所が全体の半数以上であったことが示され
た。このことは，受け入れ依頼をためらう保護者の姿
を推測させるものである。つまり，小児慢性疾患患児
の保護者は最初から保育所への受け入れをあきらめ，
依頼を行っていない可能性がある。保育を必要とする
保護者が適切に支援を受けられるような環境整備とと
もに情報提供を行っていくことが重要であると考えら
れる。あるいは，患児受け入れに関する何らかの事前
情報を保護者が取得したうえで，特定の保育施設に入
所希望の申請を行っている可能性が考えられる。この
ような家族側の判断の実態を把握することは今後の課
題といえるだろう。

２．看護師・保健師の在籍の実態

本調査結果では，小児慢性疾患患児の受け入れの有
無にかかわらず，看護師ならびに保健師が在籍する保
育所は多くはなかった。患児に適切な保育を提供する
うえで，こうした専門職の役割は大きいと考えられる。

看護師が保育所に在籍することの重要性は患児本人
に限ったものではない。看護師が小児難病や慢性疾患
の患児に対し専門的な配慮をすることで，患児が他の
子どもたちとの活動が可能となり，豊かな集団生活を
送ることが可能となる2）。本調査の自由記述において
も看護師の加配によって他の子どもへの対応もできる

ようになったとの回答がみられた。看護師の配置に
よって子ども一人ひとりの健康状態，発育や発達状態
を把握し，子どもの心身の健康増進と健やかな生活の
確立への支援がより充実できるとされ9），保育所への
看護師の配置の重要性が示唆される。加えて，97.4％
の保育士が看護師の常勤を希望しているとする調査報
告10）や保育所での看護師の勤務年数は長くない11）こと
を踏まえると，患児と生活を共にする保育士自身に
とって常勤の看護師の存在は大きいと考えられる。保
育所での看護師の在籍は患児，その他の子ども，保育
士にとっても重要である。

保健師については，本調査では全ての回答施設で在
籍がみられなかった。しかし，保健師の役割として，
衛生面，虐待対応，専門性の高いサービスの提供が可
能であることが示されている12）ように，保育所での保
健師の在籍はより良い保育に向けて重要であるといえ
る。本調査で保健師の在籍や加配の対応はみられな
かったが，受け入れにあたって困難であったことに﹁保
健師の加配﹂と答えた施設は8.8％であった。これは
患児受け入れのために保健師加配の必要性が意識され
ている結果であると捉えることができるだろう。

また，保育施設における医療職としての園医につい
て本研究では十分に検討できなかった点は今後の課題
である。患児や保護者だけでなく職員へのサポート体
制を考えるうえで園医の役割に目を向けることが重要
であるといえる。

３．小児慢性疾患別の特徴

受け入れられていた小児慢性疾患として，てんか
んが多くみられた。先行研究13）においても，24.3％の
保育施設で抗てんかん薬を服用している子どもの在
籍が示され，てんかんのある患児の受け入れは比較
的進んでいる状況にあると考えられる。一方，﹁病状
やその対応への理解﹂の困難を感じるのは，てんか
んや脳性麻痺の患児で多かった。また，てんかんの
患児に発作が生じた際には保護者に連絡して発作が
消失するまで様子を見ていたり，場合によっては保
護者の要請に従って救急車を呼んだりした保育施設
もあったという報告もある。受け入れが進んでいる
小児慢性疾患であっても，﹁病状やその対応の理解﹂
は困難であり，保護者や医療機関との連携の重要性
が示唆された。
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４．小児慢性疾患患児受け入れによる効果について

小児慢性疾患患児を受け入れたことで良かったこと
として，﹁他の子どもが患児に対して優しくなったり，
思いやりの気持ちを持ったりするようになった﹂など
の意見が多くみられた。また，﹁患児の成長を感じた﹂
などの意見がみられた。保育士は患児と他の子どもの
両方の成長を感じており，これらは保育士にとって大
きな成果と認識されていたと考えられる。

一方で，子ども同士の関わりをつくることが難しい
という回答もみられた。特に，患児のクラス活動への
参加についての内容が多く，﹁設定保育での関わりは
子ども同士では難しい﹂，﹁運動会や発表会等，行事の
関わりについて苦労した﹂などが書かれていた。こう
した困難感については，保育所同士での情報交換に
よって困難や適切な方策について共有することが重要
であろう。

その他の困難として，保護者支援の悩みが多く挙げ
られた。保護者との連携を十分に行い，患児の生活環
境の安定を図ることは重要である。しかし，保護者か
らの要望が多数あり，困難なものであった場合，どこ
まで支援すべきかが悩みとして挙げられた。これに
は，他の子どもの保護者への対応もあり得る。先天性
心疾患の親は他の子どもと同様の生活をさせることが
子どもの自立には必要であり，また参加可能な活動範
囲が親の判断に委ねられているという14）。保護者の思
いを受け入れながらもどこまでその要望を聞くべきか
といった判断について，対応の事例を積み重ねること
で保育所における共通認識を形成していく必要がある
だろう。

５．受け入れ依頼のなかったグループの受け入れの判断

基準

依頼なしグループにおいて，小児慢性疾患患児の依
頼があった場合の受け入れ可能かどうかの判断基準と
して最も多かったのは﹁緊急時の対応ができるか﹂で
あった。小児慢性疾患への対応においては，ある程度
の専門的な知識が求められるため，適切な保育環境を
提供するためには，緊急時の適切な対応の可否は重要
である。同様に﹁看護師の加配﹂が受け入れの判断基
準として高い割合を示しており，患児を受け入れるた
めには緊急時を含めた医療的な対応の必要性が認識さ
れていた。一方で，受け入れグループにおいて﹁看護
師の加配﹂の困難性と同時に，看護師の加配がなくと

も患児を受け入れている保育所が存在していることが
本結果から示された。看護師の在籍がなくとも患児を
受け入れている保育所の実態やどのように看護師の役
割をカバーしているのかを保育施設全体で共有してい
くことが今後の小児慢性疾患の受け入れと適切な保育
環境の提供において重要である。

６．結論と今後の課題

本調査において，小児慢性疾患患児の受け入れ依頼
があった場合にはほとんどの施設で受け入れがなされ
ていた。一方で，受け入れ依頼がなかった保育所が多
数みられた。つまり，受け入れ依頼自体がなされてい
ない可能性が高いということが考えられる。患児を受
け入れた結果，保育士の負担が大きくなる側面は確か
にあるが，保育士にとっての新たな経験や知識の獲
得，他の園児へのポジティブな社会性の促進，保育所
内外における連携体制の構築といった良い影響がみら
れた。小児慢性疾患患児の保育所での受け入れを考え
るうえでは，こうした受け入れに伴う困難や成果を広
く共有していくことが重要といえるだろう。

本研究の課題として，調査結果の一般化可能性が挙
げられる。今後，調査地域を拡大し，本研究の対象地
域と他の地域との比較を行っていくことが必要であ
る。また，本調査では保育士の加配の有無などを尋ね
る選択項目があったが，どのように加配を行ったか，
加配にあたってどのようなことが困難であったのかな
どの﹁過程﹂まではわからなかった。さらに，今回は，
保育所における小児慢性疾患患児の受け入れに焦点を
当てた検討を行ったため，患児の保護者の実際のニー
ズについては不明であった。今後，患児のより良い生
活環境を検討していくうえでは，患児の受け入れだけ
でなく，受け入れ後の保護者からのニーズも含めたよ
り具体的な調査を行い，それぞれのニーズへの施設側
の対応についてさらに詳細な検討が必要であろう。

本研究は，卒業研究の内容をもとに執筆されたもので

あり，本研究の基礎となるデータを快く提供して下さっ

た中島舞氏に感謝申し上げます。

利益相反に関する開示事項はありません。
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〔Summary〕
This�study�aims�to�examine�systems�for�children�with�

chronic� disease� to� ensure� for� appropriate� childcare．

We� sent� postal� questionnaires� to� nursery� schools� in�

two� districts� in�Niigata� Prefecture，Japan．Results�

indicated� that� 29.0%� of� responding� nursery� schools�

accepted�children�with�chronic�diseases．Positive�effects�

of�accepting�such�children�were�found�in�nursery�school�

workers� and� other� children．Furthermore，69.7%�of�

nursery� school� had� never� received� applications� for�

children�with�chronic�diseases，possibly�because�parents�

might�not�have�requested�or�had�sufficient� information�

about� acceptable� of� such� children� in�nursery� school．

These�results�suggest�that�a�system�in�nursery�schools�

that� includes� an� information� service� for� parents� is�

important�to�ensuring�appropriate�childcare．
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